
平成17 年2 月期 個別中間財務諸表の概要 平成 16 年 10 月 13 日

上場会社名 エスフーズ株式会社 上場取引所 東 大 

コード番号 2292 本社所在地都道府県 兵庫県 

(URL http://www.sfoods.co.jp）   

代   表   者 役職名 代表取締役社長 氏名  森島 征夫 

問合せ先責任者 役職名 取締役専務執行役員   

  経営管理本部長 氏名  富沢 進 TEL（0798）43-1065 
   
取締役会開催日 平成 16 年 10 月 13 日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成 16 年 11 月 5 日 単元株制度採用の有無 有（1 単元 500 株） 
 
1．16 年 8 月中間期の業績（平成 16 年 3 月 1 日～平成 16 年 8 月 31 日） 

（1）経営成績 （金額表示：百万円未満切捨）

 売上高 営業利益 経常利益 

16 年 8 月中間期 

百万円

17,743

％

△27.1

百万円

764

％

△54.0

百万円

837

％

△52.4

15 年 8 月中間期 24,344 33.5 1,661 184.4 1,759 264.7

16 年 2 月期 46,691 21.2 2,600 80.0 2,650 84.4

 

 中間(当期)純利益 
1 株当たり中間 

(当期)純利益 
 

16 年 8 月中間期 

百万円

508

％

―

円

24

銭

19

  

15 年 8 月中間期 △214 ― △10 22   

16 年 2 月期 247 △65.9 11 78   
（注) ①期中平均株式数  平成 16 年 8 月中間期 21,022,691 株  平成 15 年 8 月中間期 21,027,089 株  平成 16 年 2 月期 21,026,102 株

 ②会計処理の方法の変更 無 

 ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前中間期比増減率 

 
（2）配当状況 

 
1 株当たり 

中間配当金 

1 株当たり 

年間配当金 

円 銭

16 年 8 月中間期 

円 

6 

銭

00 ――― 

15 年 8 月中間期 11 00 ――― 

16 年 2 月期 ――― 22 00
 
（3）財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

16 年 8 月中間期 

百万円 

25,863 

百万円

18,409 71.2

％ 

 

円 

875 

銭

76

15 年 8 月中間期 25,664 17,818 69.4  847 48

16 年 2 月期 22,250 18,098 81.3  860 87

（注） ①期末発行済株式数 平成16 年8 月中間期 21,020,732 株 平成15 年8 月中間期 21,025,695 株 平成 16 年 2 月期 21,024,103 株 

 ②期末自己株式数 平成 16 年 8 月中間期 425,927 株  平成 15 年 8 月中間期 420,964 株 平成 16 年 2 月期 422,556 株 

 

2．17 年 2 月期の業績予想（平成 16 年 3 月 1 日～平成 17 年 2 月 28 日） 

1 株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通期 35,000 900 500 6 00 12 00

（参考）1 株当たり予想当期純利益（通期）  15 円 81 銭 

 

業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものです。 

実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。 

なお、上記業績予想に関する事項につきましては、添付資料 5～6 ページをご参照ください。 
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1．中間財務諸表等 

（１） 貸借対照表 

 

 前中間会計期間末 

（平成 15 年 8 月 31 日現在） 

当中間会計期間末 

（平成 16 年 8 月 31 日現在） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成 16 年 2 月 29 日現在） 

区分 金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比

（資産の部）   ％   ％   ％ 

Ⅰ流動資産    

1 現金及び預金 1,302,574 2,236,799 1,514,183 

2 受取手形 134,758 86,032 85,847 

3 売掛金 6,860,080 4,409,395 3,565,991 

4 たな卸資産 4,106,361 3,667,345 4,239,127 

5 為替予約評価差額 177,193 61,481 75,232 

6 その他 416,549 821,201 535,347 

7 貸倒引当金 △48,700 △43,939 △47,348 

 流動資産合計  12,948,818 50.5 11,238,316 43.5  9,968,380 44.8

Ⅱ固定資産   

1 有形固定資産   

（1） 建物 1,683,489 1,603,473 1,617,068 

（2） 機械装置 552,084 564,224 579,701 

（3） 土地 2,183,378 2,183,378 2,183,378 

（4） その他 509,282 439,831 489,607 

 有形固定資産合計 4,928,235 19.2 4,790,907 18.5 4,869,755 21.9

2 無形固定資産   

（1） 営業権 ― 2,655,000 ― 

（2） その他 157,483 154,690 173,083 

 無形固定資産合計 157,483 0.6 2,809,690 10.9 173,083 0.8

3 投資その他の資産   

（1） 投資有価証券 2,259,242 2,517,229 2,260,513 

（2） 関係会社長期貸付金 2,747,000 2,676,125 2,720,000 

（3） その他 2,786,041 1,920,733 2,345,177 

（4） 貸倒引当金 △162,588 △89,768 △86,230 

 投資その他の資産合計 7,629,696 29.7 7,024,320 27.1 7,239,460 32.5

固定資産合計  12,715,414 49.5 14,624,918 56.5  12,282,299 55.2

資産合計  25,664,233 100.0 25,863,235 100.0  22,250,679 100.0
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 前中間会計期間末 

（平成 15 年 8 月 31 日現在） 

当中間会計期間末 

（平成 16 年 8 月 31 日現在） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成 16 年 2 月 29 日現在） 

区分 金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比

（負債の部）   ％   ％    

Ⅰ流動負債     

1 買掛金 5,757,463 3,836,001 2,945,026 

2 短期借入金 600,000 ― ― 

3 未払法人税等 16,000 15,741 31,500 

4 賞与引当金 238,080 185,049 145,651 

5 繰延ヘッジ利益 197,583 14,916 55,277 

6 その他 620,123 1,133,383 547,775 

 流動負債合計  7,429,250 29.0 5,185,092 20.0  3,725,229 16.8

Ⅱ固定負債   

1 退職給付引当金 213,347 217,181 219,365 

2 役員退職慰労引当金 202,687 193,388 207,087 

3 長期未払金 ― 1,858,500 ― 

 固定負債合計  416,034 1.6 2,269,069 8.8  426,452 1.9

 負債合計  7,845,284 30.6 7,454,161 28.8  4,151,682 18.7

（資本の部）   

Ⅰ資本金  4,226,645 16.5 4,226,645 16.4  4,226,645 19.0

Ⅱ資本剰余金   

1 資本準備金 4,171,887 4,171,887 4,171,887 

2 その他資本剰余金 34 67 34 

 資本剰余金合計  4,171,921 16.2 4,171,955 16.1  4,171,921 18.7

Ⅲ利益剰余金   

1 利益準備金 590,000 590,000 590,000 

2 任意積立金 8,059,705 8,027,641 8,059,705 

3 中間（当期）未処分利益 925,042 1,465,499 1,156,243 

 利益剰余金合計  9,574,747 37.3 10,083,140 39.0  9,805,948 44.0

Ⅳその他有価証券評価差額金  101,931 0.4 187,358 0.7  151,965 0.7

Ⅴ自己株式  △256,297 △1.0 △260,026 △1.0  △257,484 △1.1

 資本合計  17,818,948 69.4 18,409,073 71.2  18,098,996 81.3

負債・資本合計  25,664,233 100.0 25,863,235 100.0  22,250,679 100.0

      

 

貸借対照表の注記    

 有形固定資産 （前中間会計期間） （当中間会計期間） （前事業年度） 

   減価償却累計額 7,890,429 千円 8,256,063 千円 8,236,958 千円 
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(2) 損益計算書 

 

前中間会計期間 

自 平成 15 年 3 月 1 日 

至 平成 15 年 8 月 31 日 

当中間会計期間 

自 平成 16 年 3 月 1 日 

至 平成 16 年 8 月 31 日 

前事業年度の 

要約損益計算書 

自 平成 15 年 3 月 1 日 

至 平成 16 年 2 月 29 日 

区分 金額（千円） 百分比 金額（千円） 百分比 金額（千円） 百分比

   ％   ％   ％ 

Ⅰ売上高          

1 製品売上高  8,225,633 7,164,746  15,997,994

2 商品売上高  16,118,526 10,578,785  30,693,793

 売上高合計  24,344,159 100.0 17,743,531 100.0  46,691,787 100.0

Ⅱ売上原価   

1 製品売上原価  5,483,726 5,196,524  10,945,432

2 商品売上原価  14,715,178 9,561,554  28,451,803

 売上原価合計  20,198,905 83.0 14,758,079 83.2  39,397,235 84.4

 売上総利益  4,145,254 17.0 2,985,452 16.8  7,294,551 15.6

Ⅲ販売費及び一般管理費  2,483,761 10.2 2,220,798 12.5  4,693,961 10.0

 営業利益  1,661,493 6.8 764,653 4.3  2,600,590 5.6

Ⅳ営業外収益   

1 受取利息  8,544 17,278  25,840

2 その他  103,251 131,177  218,183

 営業外収益合計  111,796 0.5 148,456 0.8  244,023 0.5

Ⅴ営業外費用   

1 支払利息  2,186 1,084  6,178

2 その他  11,652 74,936  187,606

 営業外費用合計  13,838 0.1 76,020 0.4  193,784 0.4

 経常利益  1,759,450 7.2 837,089 4.7  2,650,828 5.7

Ⅵ特別利益  22,983 0.1 66,079 0.4  20,753 0.0

Ⅶ特別損失   

1 固定資産処分損  2,087,687 16,170  2,099,892

2 その他  20,978 12,956  49,091

 特別損失合計  2,108,666 8.6 29,126 0.2  2,148,983 4.6

 
税引前中間（当期）純利益 

又は税引前中間純損失（△） 
 △326,232 △1.3 874,041 4.9  522,598 1.1

 法人税、住民税及び事業税 6,766 14,180 21,740 

 法人税等調整額 △118,168 △111,401 △0.4 351,403 365,584 2.0 253,204 274,945 0.6

 
中間（当期）純利益 

又は中間純損失（△） 
 △214,830 △0.9 508,457 2.9  247,653 0.5

 前期繰越利益  1,139,872 957,041  1,139,872

 中間配当金  ― ―  231,282

 中間（当期）未処分利益  925,042 1,465,499  1,156,243
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 

前中間会計期間 
自 平成 15 年 3 月 1 日 
至 平成 15 年 8 月 31 日 

当中間会計期間 
自 平成 16 年 3 月 1 日 
至 平成 16 年 8 月 31 日 

前事業年度 
自 平成 15 年 3 月 1 日 
至 平成 16 年 2 月 29 日 

1 資産の評価基準及び評

価方法 

（1）有価証券 

 ①子会社株式 

移動平均法による原価法 

 ②その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は、 全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 有価証券 

（1）子会社株式 

同左 

（2）その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 時価のないもの 

同左 

 有価証券 

（1）子会社株式 

同左 

（2）その他有価証券 

   時価のあるもの 

事業年度末の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、 全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

 時価のないもの 

同左 

 （2）デリバティブ 

  時価法 

（2）デリバティブ 

同左 

（2）デリバティブ 

同左 

 （3）たな卸資産 

商品・原材料（肉） 

 個別法による低価法 

製品・仕掛品・原材料（その

他） 

 移動平均法による低価法

（3）たな卸資産 

同左 

（3）たな卸資産 

同左 

2 固定資産の減価償却の

方法 

（1）有形固定資産    

定率法 

ただし、平成１０年４月１日以

降取得の建物(建物附属設

備を除く)は定額法 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物･････････7 年～31 年 

機械装置･････4 年～12 年

（2）無形固定資産    

定額法 

なお､自社利用のソフトウェ

アについては、社内におけ

る利用可能期間（5 年）に基

づく定額法を採用しており

ます。 

（3）長期前払費用   

   定額法 

（1）有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

（2）無形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

（3）長期前払費用 

同左 

（1）有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

（2）無形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

（3）長期前払費用 

同左 

3 引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権及

び破産更生債権について

は個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計

上しております。 

（1）貸倒引当金 

同左 

 

（1）貸倒引当金 

同左 
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項目 

前中間会計期間 
自 平成 15 年 3 月 1 日 
至 平成 15 年 8 月 31 日 

当中間会計期間 
自 平成 16 年 3 月 1 日 
至 平成 16 年 8 月 31 日 

前事業年度 
自 平成 15 年 3 月 1 日 
至 平成 16 年 2 月 29 日 

 （2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備

えるため、支給見込額基準

に基づき計上しておりま

す。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生

していると認められる額を

計上しております。 

数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（5 年）によ

る定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理すること

としております。 

（4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

（2）賞与引当金 

同左 

 

 

 

（3）退職給付引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）役員退職慰労引当金 

同左 

 

（2）賞与引当金 

同左 

 

 

 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上して

おります。 

数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数（5 年）による定額法

により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から

費用処理することとしており

ます。 

 

 

（4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。 

 

4 リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 同左 

5 ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。また、為替変動リ

スクのヘッジについて振当

処理の要件を満たしている

場合には振当処理を行って

おります。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

先物為替予約 

ヘッジ対象 

外貨建商品仕入による

外貨建債務及び外貨建

予定取引 

 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

 

 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

 

 

 

 

 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

 

 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 
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項目 

前中間会計期間 
自 平成 15 年 3 月 1 日 
至 平成 15 年 8 月 31 日 

当中間会計期間 
自 平成 16 年 3 月 1 日 
至 平成 16 年 8 月 31 日 

前事業年度 
自 平成 15 年 3 月 1 日 
至 平成 16 年 2 月 29 日 

 （3）ヘッジ方針 

先物為替予約は為替変動

リスクをヘッジするため、外

貨建商品仕入の年間計画

額を上限として、一定のヘ

ッジ比率以上の為替予約を

実施することとし、社内管

理規程に基づき、食肉事業

部を取引の執行部署、経

理部を管理の所管部署と

するリスク管理体制をとっ

ております。 

（4）ヘッジの有効性評価の方

法 

ヘッジ会計の要件を満たす

かどうかを判定するため、

先物為替予約額がヘッジ

対象取引額の範囲内であ

ることを毎月確認しておりま

す。 

（3）ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

（3）ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

6 その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税

抜き方式によっております。 

また、仮払消費税等・仮受消

費税等は相殺し、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税

抜き方式によっております。 
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リース取引関係 

 

 

前中間会計期間 

自 平成 15 年 3 月 1 日 

至 平成 15 年 8 月 31 日 

当中間会計期間 

自 平成 16 年 3 月 1 日 

至 平成 16 年 8 月 31 日 

前事業年度 

自 平成 15 年 3 月 1 日 

至 平成 16 年 2 月 29 日 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

 機械及び装置 

取得価額相当額 3,927 千円 

減価償却累計額相当額 1,363 千円 

中間期末残高相当額 2,563 千円 

 

（注）取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 

（2）未経過リース料中間期末残高相当

額 

1 年以内 654 千円 

1 年超 1,909 千円 

合計 2,563 千円 

（注）未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

 

（3）支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 327 千円 

減価償却費相当額 327 千円 

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

 機械及び装置

取得価額相当額 3,927 千円

減価償却累計額相当額 2,018 千円

中間期末残高相当額 1,909 千円

 

（注）取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 

（2）未経過リース料中間期末残高相当

額 

1 年以内 654 千円

1 年超 1,254 千円

合計 1,909 千円

（注）未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

 

（3）支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 327 千円

減価償却費相当額 327 千円

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

 機械及び装置

取得価額相当額 3,927 千円

減価償却累計額相当額 1,691 千円

期末残高相当額 2,236 千円

 

（注）取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

 

（2）未経過リース料期末残高相当額 

 

1 年以内 654 千円

1 年超 1,581 千円

合計 2,236 千円

（注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 

 

（3）支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 654 千円

減価償却費相当額 654 千円

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

 
有価証券関係 

 当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で、時価

のあるものはありません。 
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